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中央区基本構想審議会安心部会 現況と課題（新旧対照表） 

 

素案（第２回部会） 修正案（第３回部会） 備 考 

１ すべての人々が健康であるために 

(1) 現況と課題 

国では、少子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、生活習慣および

社会環境の改善を通じて、総合的に健康増進を推進するため、「健康日

本21（第二次）」において、子どもから高齢者まですべての国民がライ

フステージに応じて、心身ともに健康に生活できる社会の実現を目指し

た基本的方針を示しています。 

 

本区では、30歳代、40歳代を中心とした子育て世帯が増加していま

す。このため、妊娠期から幼児期までのきめ細かで一貫した母子の健

康支援対策のもと、出産・育児に対する不安が軽減され、安心して子

育てができる環境の充実が求められています。 

一方で、高齢者についても、元気で質の高い生活が維持できるよう、

早期に健康づくりに参加できる機会の提供や身近なところで継続して

健康づくりに取り組める環境を整備していく必要があります。 

また、全国的な傾向と同様、本区においても主要な死亡原因では、

がん、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病が上位を占めています。

このため、子どもの頃から正しい生活習慣を身につけ、高齢になって

も健康でいられるよう、生涯を通じた健康づくりが重要となっていま

す。 

食育の推進などを通じて、栄養の偏り、不規則な食事の改善や継続

的な口腔管理が肥満や生活習慣病の予防につながることを広く区民に

周知する取組が求められています。 

加えて、区民の６割以上がストレスを感じており、区民の自殺者が

毎年25人程度で推移していることからも、こころの病気の予防法の普

及・啓発やこころの不調を早期に発見して、早期に治療に導くための

環境づくりが求められています。 

また、本区は、銀座・日本橋・築地など日本を代表するにぎわいの

まちであり食文化の拠点でもあります。このため、こうした区の特性

を踏まえて生活衛生の向上や感染症対策に取り組みながら、健康危機

管理体制の強化を図る必要があります。 

さらに、区民の命と健康を守るためには、必要な医療を、誰もが、

いつでも、適切に受けることができる体制が不可欠です。このため、

かかりつけ医、歯科医、薬局の普及、在宅医療や緊急時の対応など身

近な地域での医療環境の整備に向けた一層の取組が求められていま

す。 

 

  (2) 施策の方向性 

① ライフステージに応じた健康づくり 

(ｱ) 母と子の健康の確保・増進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (ｲ) 若年期からの生涯を通じた健康づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ すべての人々が健康であるために 

(1) 現況と課題 

生涯を安心して暮らしていくためには、一人ひとりが健康の大切さ

を自覚し、心身の健康を保持していく必要があります。このため、単

なる平均寿命の延伸だけではなく、「健康寿命の延伸」を目指すととも

に、病気や障害があっても自分の価値観に基づいて、満足感が得られ

るように「主観的健康観の向上」に向けて健康づくりに取り組んでい

くことが大切です。 

本区では、30歳代、40歳代を中心とした子育て世帯が増加していま

す。このため、妊娠期から幼児期までのきめ細かで一貫した母子の健

康支援対策のもと、出産・育児に対する不安が軽減され、安心して子

育てができる環境の充実が求められています。 

 

 

 

また、全国的な傾向と同様、本区においても主要な死亡原因では、

がん、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病が上位を占めています。

このため、子どもの頃から正しい生活習慣を身につけ、高齢になって

も健康でいられるよう、生涯を通じた健康づくりが重要となっている

とともに、食育の推進などを通じて、栄養バランスの偏り、不規則な

食生活の改善が肥満や生活習慣病の予防につながることを広く区民に

周知する取組が必要です。 

 

加えて、区民への意識調査によれば６割以上がストレスを感じてお

り、心の病気の予防法の普及・啓発や、身近な人の心の危機に気づく

ための環境づくりが求められています。 

 

また、本区は、銀座・日本橋・築地など日本を代表するにぎわいの

まちであり食文化の拠点でもあります。このため、こうした区の特性

を踏まえて生活衛生の向上や感染症対策に取り組みながら、健康危機

管理体制の強化を図る必要があります。 

さらに、区民の命と健康を守るためには、必要な医療を、誰もが、

いつでも、どこでも、適切に受けることができる体制が不可欠です。

このため、かかりつけ医、歯科医、薬局の普及、在宅医療や緊急時の

対応など身近な地域での医療環境の整備に向けた一層の取組が求めら

れています。 

 

  (2) 施策の方向性 

① ライフステージに応じた健康づくり 

(ｱ) 母と子の健康の確保・増進 

核家族化の進行等により乳幼児と接する経験のないままに妊娠・出

産・育児を迎える親が今後も増加していくことが想定されます。また、

共働き世帯の増加や就労形態の変化がさらに進み、出産・育児に関す

るニーズはますます多様化すると考えられます。 

そのため、出産・育児を行うすべての保護者が孤立感や不安感を感

じることなく、心身ともに健康に子育てできる環境を整えることが重

要です。また、困りごとがあったときには、身近な地域で相談ができ、

特別な配慮を必要とする家庭が適切なサポートを受けることができ

る環境づくりが求められます。 

   (ｲ) 若年期からの生涯を通じた健康づくり 

区民の健康寿命延伸を図る上で、がん、心疾患、脳血管疾患等の生

活習慣病やストレス等に起因する心の病気への取組は引き続き重要

となります。 

生活習慣病の発症・進行には、食習慣、運動不足、喫煙、口腔ケア

の不足等の生活習慣が大きく影響することから、若年から高齢までの

幅広い年齢層の区民がそれぞれのライフスタイルに応じて手軽に健

康づくりに取り組め、長期に続けられるような支援方法の構築が求め

られます。また、多くの人が心の不調や自殺予防についての正しい知

 

 

 

「健康」の考え方

について記載 

（和気部会長、青

木委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２番目の大項目に

移動 

（三田委員） 

 

 

 

 

 

文言修正 

（事務局） 

 

 

 

 

 

文言修正 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追記 

（市川委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料３】 

<現在の主な取組>  

 妊婦健康診査、新生児全戸訪問、パパママ（両親）学級 

<現在の主な取組>  

 若年者健康診査、がん検診、歯科健康診査、こころの健康相談 
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    (ｳ) ライフステージに応じた食育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ② 健康危機管理対策の推進 

    (ｱ) 感染症対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｲ) 生活衛生の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｳ) 安全・安心な医療の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 誰もがいきいきと暮らしていくために 

(1) 現況と課題 

本区では、30歳代、40歳代を中心とした子育て世帯が増加しており、

乳幼児人口も平成30（2018）年には１万人を超えると推計されていま

す。加えて、保育ニーズの高まりや子ども・子育て支援に関するニー

ズの多様化が見られます。このため、待機児童の解消をはじめとした

さまざまな課題に適時・適切に対応していくことが求められています。 

 

 

また、人口の増加に加え、制度改正に伴って障害者の範囲に難病や

発達障害が加わることなどにより、障害者福祉サービスの受給対象者

は増加傾向にあります。このため、今まで以上に、障害特性を踏まえ、

一人ひとりのニーズに応じたライフステージを通じた支援が可能とな

るよう基盤整備と支援体制の充実に取り組む必要があります。 

さらに、団塊の世代（1947年から1949年生まれ）のすべてが75歳以

上となる平成37（2025）年には、本区の高齢者人口は現在より４千人

識をもち、必要な時に早期に相談や治療につなげることが必要です。 

    (ｳ) ライフステージに応じた食育の推進 

社会環境の変化や、ライフスタイルの多様化に伴い、今後も食を取

り巻く環境は変化を続けることが予想されます。そのような変化のな

かでも、食べることは健康で幸福な生活を送るための基本的な営みで

す。 

そのため、区民一人ひとりが食べることを大切にとらえ、正しい知

識、技術や食を選ぶ力を身につけ実践するための支援が必要です。 

さらに、望ましい食生活を次世代に伝えていくため、家庭や地域、

学校・保育所等の連携を強化し、子どもから高齢者に至るまで生涯を

通じた食育の推進が求められます。 

    ② 健康危機管理対策の推進 

    (ｱ) 感染症対策 

今後も感染性胃腸炎や、季節性インフルエンザ等、平常時から散発

がみられる一般的な感染症だけでなく、新型インフルエンザ等の新興

感染症やデング熱等の再興感染症といった集中した対応が求められ

る感染症が発生する可能性も想定されます。 

また、観光やビジネスの拠点である中央区では、内外からさらに多

くの旅行者が訪れることが予想され、感染症対策の重要性はさらに増

していくと考えられます。 

そのため、予防方法の普及啓発や、患者発生時の調査、検査、およ

び保健指導などの確実な対応が必要です。さらに、国や東京都、関係

機関と連携しながら旅行者が多い本区の特性をふまえた体制の充

実・整備を推進することが求められます。 

    (ｲ) 生活衛生の向上 

本区は都心に位置していることから、数多くの飲食店などの食品関

連事業所や理・美容所、興行場などの環境関連施設、また診療所や薬

局等医療提供施設があります。 

そのため、それぞれの施設の特性を踏まえた衛生管理を行うこと

は、区民や多くの来街者が安全・安心かつ快適に施設を利用する上で

欠かせません。 

そこで、それぞれの事業者が適切に衛生管理を行えるよう、区民の

食生活の安全を守り、また健康被害を未然に防止するために、区と各

事業者団体などとの連携を強化し、衛生的で快適な生活環境を確保し

ていく必要があります。 

    (ｳ) 安全・安心な医療の確保 

高齢化などにより、病気と共存しながら自分らしい生活の維持・向

上を図るための医療の必要性は高まっていくものと予想されます。 

そうした中、区民が住み慣れた地域で多様化する医療ニーズに応じ

安心して医療を受けられる環境が求められます。 

そこで、診療所、薬局などへの適切な監視指導を通じて医療機関の

安全性を確保するとともに、区民に対して正確な医療情報を提供する

など区民が安全に安心して適切な医療を選択できる仕組みづくりが

必要です。 

 

２ 誰もがいきいきと暮らしていくために 

(1) 現況と課題 

本区では、30歳代、40歳代を中心とした子育て世帯が増加しており、

乳幼児人口も平成30（2018）年には１万人を超えると推計されていま

す。加えて、保育ニーズの高まりや子ども・子育て支援に関するニー

ズの多様化が見られます。このため、それぞれの家庭や子どもの状況

に応じた支援策を受けられるように、保育や子育て環境の整備をはじ

めとしたさまざまな課題に適時・適切に対応していくことが求められ

ています。 

また、人口の増加に加え、制度改正に伴って障害者の範囲に難病や

発達障害が加わることなどにより、障害者福祉サービスの受給対象者

は増加傾向にあります。このため、今まで以上に、障害特性を踏まえ、

一人ひとりのニーズに応じたライフステージを通じた支援が可能とな

るよう基盤整備と支援体制の充実に取り組む必要があります。 

さらに、本区の平成28（2016）年１月１日の高齢化率（65歳以上の

人が人口に占める割合）は16．2％で、国の率より10ポイント以上低い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

（事務局） 

<現在の主な取組>  

 新型インフルエンザ等感染症対策、予防接種スケジュールシステム 

<現在の主な取組>  

 環境衛生関係施設・食品衛生関係施設への監視指導、 

ねずみ・衛生害虫の防除 

<現在の主な取組>  

 診療所等への監視指導、医療相談の実施、医療安全講習会、 

災害時の医療救護体制の充実 
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以上増加し、その多くが後期高齢者と予測されます。高齢者が住み慣

れた地域で生活を継続できる社会を実現するためには、介護・医療・

住まい・生活支援・介護予防を一体的に提供する「地域包括ケアシス

テム」の構築が急務となっています。 

 

 

 

一方で、従来、公的な福祉サービスは、児童福祉、障害者福祉、高

齢者福祉など分野ごとに発展し、質・量ともに充実が図られてきまし

た。しかし、地域に暮らす人々の生活課題が多様化・複雑化する中、

分野をまたがる複合的な課題や制度の谷間にある課題が生じてきてお

り、従来の公的な福祉サービスを充実・整備するだけでは対応できな

くなっています。このため、区民一人ひとりが受け手、担い手となっ

た住民相互の助け合いが必要であり、さらには福祉関係事業者・団体

等と連携した地域福祉の充実に取り組んでいく（ソーシャル・インク

ルージョン）必要があります。 

 

(2) 施策の方向性 

    ① 子どもが健やかに育つ地域づくり 

    (ｱ) 子どもの健やかな育ちの支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｲ) 子育て支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｳ) 地域の中での子育て力の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

ものの、高齢化人口は年々増加し、これに伴い、要支援・要介護認定

者数も増加しています。高齢者が住み慣れた地域において元気で心豊

かな生活を継続できる社会を実現するためには、早期に健康づくりに

参加できる機会の提供や身近なところで継続して健康づくりに取り組

める環境を整備していく必要があります。さらに、介護・医療・住ま

い・生活支援・介護予防を一体的に提供する「地域包括ケアシステム」

の構築が急務となっています。 

一方で、従来、公的な福祉サービスは、児童福祉、障害者福祉、高

齢者福祉など分野ごとに発展し、質・量ともに充実が図られてきまし

た。しかし、地域に暮らす人々の生活課題が多様化・複雑化する中、

分野をまたがる複合的な課題や制度の谷間にある課題が生じてきてお

り、従来の公的な福祉サービスを充実・整備するだけでは対応しきれ

ない状況も見られます。このため、区は地域の総合的なコーディネー

ターとしての役割を担い、区民一人ひとりが受け手、担い手となった

住民相互の助け合いの推進や、福祉関係事業者・団体等と連携した地

域福祉の充実に取り組んでいく必要があります。 

 

 (2) 施策の方向性 

    ① 子どもが健やかに育つ地域づくり 

    (ｱ) 子どもの健やかな育ちの支援 

子どもは、乳児期における愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者

への信頼感の醸成、幼児期における子ども同士の関わりや基本的な生

きる力の獲得、学齢期における心身の健全な発達を通じて成長してい

きます。 

乳幼児期は、人間形成の基礎を培う極めて重要な時期であることか

ら、すべての教育・保育施設において教員・保育士等の資質向上、交

流・連携を推進していくことが求められています。特に幼児期におい

ては、多様化する保護者のニーズを受け止めながら、教育・保育の一

体的提供を進め、就学前教育の充実と義務教育に至る学びの連続性を

確保していくことが必要です。 

また、子どもの発達の面から見ると、「育ちに支援を必要とする子

ども」については、「子ども発達支援センター」が中心となって、保

健・医療・教育等の関係機関相互の連携を図ることにより、早期発見・

早期支援につなげるとともに、ライフステージに応じた一貫した支援

と見守りを行うことが必要です。 

子どもが心身ともに大きく成長する学齢期には、子どもの社会性を

育むために、地域の人々や異年齢の子どもたちと交流する機会や場を

提供していくことが求められています。そのため、子どもが安心して

自由に遊べる場を確保していくとともに、友だちやさまざまな人と触

れ合いながら成長できるような環境の充実に取り組んでいくことが

必要です。 

    (ｲ) 子育て支援 

今後も共働きをしながら子育てをしていく家庭は増加し、乳幼児人

口の増加や保育ニーズ率の上昇も続くことが想定されます。 

そのため、引続き、保育所等保育施設の整備や安心して働き続けら

れよう子育て支援サービスの充実が求められます。 

そこで、保育を必要とするすべての子どもが保育施設を利用できる

ような環境を整備していくとともに、在宅で保育をされている方など

も含め、すべての子育てをする家庭に向けて、きめ細かな子育て支援

サービスを充実させていくことが重要です。 

さらに、子育てに関する多様な相談に応えられるよう相談員の専門

性を高めるなど相談体制の充実を図っていくことが必要です。 

    (ｳ) 地域の中での子育て力の強化 

共同住宅に居住する核家族が標準的な世帯構成となり、育児の孤立

化による負担感や不安感を持つ子育て家庭が今後さらに増加するこ

とが想定されます。 

そのため、保護者が家庭の中だけではなく、地域の中で保護者同士

や地域の人々とつながりを持つことが求められます。 

そこで、子育て家庭が子育てに関して困り事があったときには、い

つでも身近な地域で相談ができるよう地域ぐるみで支援できる環境

づくりが必要です。 

 

 

文言追記・修正 

（三田委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正・削除 

（榊原副部会長、

渡部委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<現在の主な取組>  

 学童クラブ・プレディ等児童の放課後対策の充実、 

教育・保育の一体的提供、子ども発達支援センターの整備 

<現在の主な取組>  

 保育施設整備、一時預かり保育、病児・病後児保育、あかちゃん天国、 

こどもの医療費助成 

<現在の主な取組>  

 ファミリー・サポート・センター事業、子どもと子育て家庭の総合相談 
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    ② 障害者が地域で自立し、充実した生活を送ることができる環境づくり 

    (ｱ) 個のニーズに基づくサービスの提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｲ) 地域生活を支える環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｳ) 地域理解と交流の促進 

 

 

 

 

    ③ 高齢者が住み慣れたまちでいきいきと暮らし続ける環境づくり 

    (ｱ) 社会参加と生きがいづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｲ) 健康づくり（介護予防）の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｳ) 住み慣れた地域で生活を継続できるサービスの提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ② 障害者が地域で自立し、充実した生活を送ることができる環境づくり 

    (ｱ) 個のニーズに基づくサービスの提供 

今後とも障害者の増加が見込まれ、障害の種別や個々の状況によ

り、それぞれが必要とする支援内容が多様化していくことが想定され

ます。 

そのため、障害のある方がそれぞれの個性や能力を活かしながら、

一人ひとりのニーズとライフスタイルに応じたサービスが受けられ

る体制をつくっていくことが不可欠です。 

そこで、「基幹相談支援センター」が障害者福祉関係機関等と連携

しながらネットワークの中心となり、地域の相談支援機能を強化し、

障害者一人ひとりのニーズに基づいたサービスを提供していくこと

が必要です。 

    (ｲ) 地域生活を支える環境づくり 

育ちに支援を必要とする子どもが増加する一方、保護者や介護者の

高齢化も進み、「親亡き後」の支援を必要とする障害者も増えること

が想定されます。 

そのため、障害のある方が住み慣れた地域で充実した生活を送るこ

とができるよう、関係機関の連携によるライフステージに応じた切れ

目のない一貫した支援を行い、障害者の社会的自立と社会参加を一層

促進することが求められます。 

そこで、居住の場の拡充や日中活動支援の強化、施設から地域への

移行支援や働く機会と場の拡大、さらに就労継続や職場定着など、障

害者が安心して暮らせる環境づくりを進めることが必要です。 

 

 

 

 

 

    ③ 高齢者が住み慣れたまちでいきいきと暮らし続ける環境づくり 

    (ｱ) 社会参加と生きがいづくり 

「人生９０年時代」を迎えつつある中、元気な高齢者が増える一方

で、生きがいや役割などをもてず、社会とのかかわりが希薄となる高

齢者も増加することが想定されます。 

そのため、ボランティアや地域活動への参加を促進するほか、いっ

たん退職した後に起業したり、ＮＰＯを立ち上げるなど、より積極的

に社会の第一線でいきいきと活躍できる地域づくりが求められます。 

そこで高齢者がこれまで培ってきた能力や経験を生かせるようさま

ざまな社会参加の場や機会を提供するとともに、高齢者の主体的な活

動を促す環境づくりを進めていくことが必要です。 

    (ｲ) 健康づくり（介護予防）の推進 

平成37（2025）年には、団塊の世代が後期高齢者となり、介護や医

療の需要が増加すると見込まれます。 

そのため、一人ひとりが健康状態に応じて早いうちから、継続して

健康づくり（介護予防）に取り組めるよう支援していくことが求めら

れます。 

そこで、区内の運動できる施設や地域の活動団体だけでなく、民間

による健康づくりサービスを含め、自らの意思で選択して活用できる

体制づくりを進めるとともに、身近な場所で運動できる機会を増やす

ため、区民が主体的に行う健康づくりの輪を広げていくことが重要で

す。 

    (ｳ) 住み慣れた地域で生活を継続できるサービスの提供 

高齢者人口の増加に伴い、ひとり暮らしの高齢者や認知症の高齢者

が増えていく中で、その生活を支えていくために必要な、介護、医療、

住まい、生活支援などの社会資源や支え手となる専門職は不足するこ

とが想定されます。 

そのため、要介護状態になっても残された能力を最大限活用し、介

護保険サービスや医療等の適切な支援を受けながら住み慣れた地域

で自分らしく生活できる地域包括ケアシステムが定着し、機能してい

ることが求められます。 

そこで、介護と医療の連携や地域の社会資源の発掘・活用を推進す

るほか、高齢者自らが支え手として活動できる環境づくりを行なうこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容が重複するた

め、「障害者理解

と共生」に統合 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<現在の主な取組>  

 基幹相談支援センターを核とした相談体制の充実、子ども発達支援セ

ンターの整備 

<現在の主な取組>  

 障害者グループホームの充実、成人支援機能の拡充、障害者就労支援

の強化 

<現在の主な取組>  

 健康福祉まつりの開催、モザイク平板の作成、中央区版ヘルプカー

ドの配布 

<現在の主な取組>  

 いきいき館（敬労館）における各種講座の充実、高齢者クラブの育

成、シルバーワーク中央・シルバー人材センターによる就労支援の充

実、孤立防止・生きがい推進懇談会における検討 

<現在の主な取組>  

 健康づくりの普及啓発、健康づくり教室・講座の開催、さわやか体

操リーダーの育成・活用 

<現在の主な取組>  

 地域密着型サービスの整備、おとしより相談センターでの総合相談、

在宅療養の推進 
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    (ｴ) 互いに支え合うしくみづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 互いに尊重しあって生きていくために 

(1) 現況と課題 

本区では、高齢者の増加に伴い、権利擁護を必要とする区民の増加

が予想されます。このため、認知症高齢者や判断能力が十分ではない

方の権利を守り、地域で安心して暮らしていけるよう、成年後見制度

をはじめとした権利擁護のしくみの充実と利用促進の取組が求められ

ています。 

また、人権や人命に係る重大問題として、高齢者や障害のある方、

子ども、配偶者等への虐待や暴力があります。このため、地域全体の

虐待防止に関する意識を高め、早期発見・早期対応に努めるとともに、

被害者一人ひとりに応じたきめ細かな支援が必要です。 

加えて、近年の社会経済環境の変化に伴い、本区では生活保護受給

者が増加しており、同時に稼働年齢層の方の割合が高くなる傾向があ

ります。このため、従来の就労支援に加え、通常の支援では就労が困

難な方に対しては多面的で柔軟な支援が必要です。同時に、生活保護

に至る前の生活困窮者についても、個々の状況に応じた相談体制や支

援策の充実が課題となっています。 

さらに、子育て世代や高齢者、障害のある方などが、安全・安心か

つ快適に暮らしていくためには、ユニバーサルデザインに基づくまち

づくりが必要です。道路や設備・施設のハード面のバリアフリー化と

同時に、区民一人ひとりがさまざまな社会的障壁に苦しむ人々を思い

やり、積極的な支援に自発的に取り組む「心のバリアフリー」の視点

も欠かせません。 

このような状況の中、平成28（2016）年４月には、「障害者差別解消

法」が施行され、今後、「共生社会」実現に向けた全国的な機運の高ま

りが想定されます。 

 

本区においても、全ての区民が心豊かに暮らせる地域社会を実現す

るため、一人ひとりが個人の尊厳を尊重し、年齢、性別、国籍、障害

の有無などの多様性を認め合う「共生社会」の実現に向けた積極的な

取組が求められています。 

さらに、人口とともに増加している犬や猫などのペットに関しても、

「人と動物の調和のとれた共生社会」の観点から、動物愛護の普及啓

発を通じて、飼い主等に対して適正飼養、マナーの向上等を促してい

く必要があります。 

一方で、本区では、30歳代、40歳代の働き盛り・子育て世帯の増加

が目覚ましく、共働き世帯も増えています。これは、男女雇用機会均

等法などの規定が整備されたことや、男女の意識改革が進み、家庭の

中での役割分担が見直されていることも要因の一つとして挙げられま

す。 

しかし、依然として性別による役割の強制・偏重が家庭や地域、職

場等で見受けられるなど、意識改革や労働環境整備が未だ十分とはい

えない状況にあります。 

こうしたことから、男女が、育児・養育、家族の介護等全ての家庭

生活において責任を分かち合うとともに、仕事、地域活動等全ての社

とで、多様な担い手による生活支援や高齢者が安心して生活できる住

まいなど、区の特性や高齢者のニーズに応じたきめ細かいサービスが

提供できる体制をつくっていくことが重要です。 

    (ｴ) 互いに支え合うしくみづくり 

核家族化の進展や、マンション居住の増加に伴い、高齢者世帯にお

ける一人暮らし世帯の割合は今後も高くなることが想定されます。 

そのため、高齢者が、地域で孤立することなく、支え合いや日常的

な見守り活動が行われ、住み慣れた地域で活動の場や必要な支援・サ

ービスを得ながら安心して暮らすことができるほか、災害時において

も適切な対応が行われることが求められます。 

そこで、行政や地域住民による見守り活動に加えて、民間事業者な

どさまざまな主体が重層的に関わることで、一人暮らし高齢者などの

孤立防止と高齢者が支え合う地域づくりを推進するほか、災害時にお

ける安否確認や避難誘導等の支援体制を強化していくことが必要で

す。 

 

３ 互いに尊重しあって生きていくために 

(1) 現況と課題 

本区では、高齢者の増加に伴い、権利擁護を必要とする区民の増加

が予想されます。このため、認知症高齢者や判断能力が十分ではない

方の権利を守り、地域で安心して暮らしていけるよう、成年後見制度

をはじめとした権利擁護のしくみの充実と利用促進の取組が求められ

ています。 

また、人権や人命に係る重大問題として、高齢者や障害のある方、

子ども、配偶者等への虐待や暴力があります。このため、地域全体の

虐待防止に関する意識を高め、早期発見・早期対応に努めるとともに、

被害者一人ひとりに応じたきめ細かな支援が必要です。 

加えて、近年の社会経済環境の変化に伴い、本区では生活保護受給

者が増加しており、同時に稼働年齢層の方の割合が高くなる傾向があ

ります。このため、従来の就労支援に加え、通常の支援では就労が困

難な方に対しては多面的で柔軟な支援が必要です。同時に、生活保護

に至る前の生活困窮者についても、個々の状況に応じた相談体制や支

援策の充実が課題となっています。 

さらに、子育て世代や高齢者、障害のある方などが、安全・安心か

つ快適に暮らしていくためには、ユニバーサルデザインに基づくまち

づくりが必要です。道路や設備・施設のハード面のバリアフリー化と

同時に、区民一人ひとりがさまざまな社会的障壁に苦しむ人々を思い

やり、積極的な支援に自発的に取り組む「心のバリアフリー」の視点

も欠かせません。 

このような状況の中、平成28（2016）年４月には、「障害を理由とす

る差別の解消の推進に関する法律（以下、「障害者差別解消法」とい

う。)」が施行され、今後、「共生社会」実現に向けた全国的な機運の

一層の高まりが想定されます。 

本区においても、すべての区民が心豊かに暮らせる地域社会を実現

するため、一人ひとりが個人の尊厳を尊重し、年齢、性別、国籍、障

害の有無などの多様性を認め合う「共生社会」の実現に向けた積極的

な取組が求められています。 

さらに、人口とともに増加している犬や猫などのペットに関しても、

「人と動物の調和のとれた共生社会」の観点から、動物愛護の普及啓

発を通じて、飼い主等に対して適正飼養、マナーの向上等を促してい

く必要があります。 

一方で、本区では、30歳代、40歳代の働き盛り・子育て世帯の増加

が目覚ましく、共働き世帯も増えています。これは、男女雇用機会均

等法などの規定が整備されたことや、男女の意識改革が進み、家庭の

中での役割分担が見直されていることも要因の一つとして挙げられま

す。 

しかし、依然として性別による役割の固定化や偏重が家庭、地域、

職場等で見受けられるなど、意識改革や労働環境整備が未だ十分とは

いえない状況にあります。 

こうしたことから、男女が、家事、育児、家族の介護等すべての家

庭生活において責任を分かち合うとともに、仕事、地域活動等すべて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

（事務局） 

 

 

 

 

文言修正 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

（事務局） 

 

 

文言修正 

（事務局） 

<現在の主な取組>  

 高齢者あんしんネット、通いの場事業の実施、地域見守り団体への

支援、災害時地域たすけあい名簿を用いた支援体制づくり 
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会活動において対等な立場で参画することが一層求められています。 

 

 

(2) 施策の方向性 

    ① すべての人の尊厳が守られ、自立した生活が送れるまちづくり 

    (ｱ) 権利擁護・虐待防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｲ) 生活困窮者の自立支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｳ) ユニバーサルデザインのまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ② 共生社会の推進 

    (ｱ) 障害者理解と共生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｲ) 動物愛護 

 

 

 

 

 

 

 

の社会活動において対等な立場で参画することが一層求められていま

す。 

 

(2) 施策の方向性 

    ① すべての人の尊厳が守られ、ともに理解し支え合うまちづくり 

    (ｱ) 権利擁護・虐待防止 

今後、認知症高齢者の増加や、知的障害者や精神障害者の地域移行

の進展に伴い、成年後見事業を始めとする権利擁護に対するニーズは

一層高まるものと予想されます。 

そのため、権利擁護の利用について気軽に相談でき、不安なく利用

できるよう、社会福祉協議会と連携して、相談窓口を拡充するととも

に、市民後見人のさらなる養成に取り組むなど体制の充実を図る必要

があります。 

また、育児や介護の孤立化などによる児童や高齢者、障害者への虐

待は、誰の身近にも起こりうる問題として、その防止に向けた取組の

重要性がさらに増してくるものと想定されます。 

そのため、区は、民生・児童委員、警察等の関係機関、ＮＰＯ法人

等よる地域の社会資源相互のネットワークの強化を図るとともに、そ

の中心となって虐待根絶に取り組む必要があります。 

    (ｲ) 生活困窮者の自立支援 

生活困窮に至るリスクのある人々が抱える生活課題は多様化・複雑

化する傾向にあり、地域とのつながりも一層希薄となることが予想さ

れます。 

そのため、生活困窮に至った時に地域から孤立しないよう早期に把

握し、多様な相談に応えられるよう相談支援体制の充実を図る必要が

あります。 

また、複合的な生活課題を抱える生活困窮者が制度の谷間に陥らな

いよう、就労・社会的自立等に向けた包括的な幅広い支援を官民協働

で提供する仕組みづくりに取り組むことが重要です。 

    (ｳ) ユニバーサルデザインのまちづくり 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催が契機とな

ってユニバーサルデザインのまちづくりへの機運が高まるものと予

想されます。 

そのため、区は、率先して取り組む主体として、区有施設について

は、より高水準での整備を計画的に進めるともに、民間建築物につい

ては、民間の主体な取組が可能となるような環境づくりを積極的に進

めていく必要があります。 

さらに、福祉教育やボランティア体験、各種イベント等のさまざま

な場面を通じて、高齢者や障害のある方等への理解を深め、地域全体

に思いやりのある福祉の心を醸成していく「心のバリアフリー」への

取組も重要です。 

    ② 共生社会の推進 

    (ｱ) 障害者理解と共生 

「障害者差別解消法」の施行にも後押しされ、地域では、「共生社

会」に対する理解がより進んでいるものと想定されます。 

区は、地域において障害者差別解消に率先して取り組む主体とし

て、障害のある方が不自由なく行政サービスを利用し、区政に参画で

きるよう、行き届いた合理的配慮が提供できる体制づくりを継続的に

進めていく必要があります。 

さらに、区民や民間事業者に対する普及・啓発を積極的に展開し、

障害者本人はもとより障害者団体、民間事業者、地域関係者等との連

携を図りながら、「共生社会」実現に向けた取組を発展させていくこ

とも重要です。 

    (ｲ) 動物愛護 

本区においては人口増に比例して犬の登録数も増えるなど、今後と

も動物を飼育する区民が増えていくと想定されます。 

そのため、動物の愛護と適正な飼養について広く区民の関心と理解

を深め、人と動物の調和のとれた共生社会を構築することは重要で

す。 

そこで、地域と連携しながら、ペットの飼い主を含むすべての区民

に動物飼養に関する正しいルールの理解を推進し、平常時に加えて災

 

 

 

 

 

 

文言修正 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<現在の主な取組>  

 虐待防止体制の充実、成年後見制度の普及・啓発 

<現在の主な取組>  

 家計相談支援事業等による生活困窮者の自立に向けた相談支援体制

の充実 

<現在の主な取組>  

 区施設の先導的な整備の推進、鉄道駅エレベーター設置費補助 

<現在の主な取組>  

 障害者差別解消の推進 

<現在の主な取組>  

 ペットの適正飼養の啓発、飼い主のいない猫対策、ペットの防災対策 
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    ③ 男女ともに仕事と生活を両立し活躍できる社会の構築 

(ｱ) 男女ともに仕事と生活を両立し活躍できる社会の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

害時においても適切な対応がとれるように取り組むことが必要です。 

    ③ 男女ともに仕事と生活を両立し活躍できる社会の構築 

区が活力を維持し続け、一層成長していくためには、地域社会をはじ

めとしたあらゆる場面での女性の活躍が不可欠です。 

そのため、男女がともに仕事と生活を両立できるようにするため、ワ

ーク・ライフ・バランスの推進に取り組むことが求められています。 

また、女性が持てる能力を存分に発揮し、仕事をはじめとしたさまざ

まなことを通じて自己実現を図ることができるよう、区民の意識改革を

一層進めていくことが必要です。 

さらに、安心して暮らせるまちづくりにとって、地域コミュニティの

活性化は不可欠であるため、女性団体の地域活動への参画など女性と地

域との関わりを通じて、女性の活躍の場を拡大していくことが重要で

す。 

 

 

中項目と重複して

いるため、小項目

を削除 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<現在の主な取組>  

 ワーク・ライフ・バランス講演会の開催、ワーク・ライフ・バランス

推進企業の認定、男性の家事・育児・介護への参画を支援するための

講座の実施 


